
1 
 

 

「第２期 持続可能な行財政運営プラン」の策定方針について 
 
１ 第２期プラン策定の背景                          

（１）長岡市の人口構造の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）今後の財政見通し 

○ 財政調整基金の年度末残高は、物件費や公債費等の増加により、令和７年度から令和 11 年
度までの 5 年間で 46 億円の減少が見込まれる。加えて、不透明感がさらに増した現下の社
会経済情勢を踏まえると、収支不足の拡大と基金残高のますますの減少が予想される。 

 
令和７年２月公表「今後の財政見通し」から抜粋 

 

急速な人口減少と少子高齢化、公共施設やインフラの老朽化、昨今の物価や人件費の高騰、これらに

伴う厳しい財政見通しの中で、新たな行政課題に対応し、市民ニーズに即した施策や行政サービスを

維持していくためには、さらなる「行財政の構造的な見直し」を行う必要がある。 

２ 現行プランの取組状況                           

（１）これまでの取組状況 

○ 令和３年度から令和７年度を計画期間とする「持続可能な行財政運営プラン」は、全庁を挙
げて取組を推進し、概ね予定どおりに実施 

○ 一方、新型コロナウイルス禍における社会経済情勢を踏まえ、下水道使用料など一部の使
用料の改定時期を先送りしたほか、多様な行政課題への対応と職員の働きやすい職場環境
づくりのために、専門職など一定数の職員を確保したことなどにより、一部の取組は計画
期間中の効果額が減少 

 

（２）効果額の実績（令和６年度末時点） （単位：億円） 

柱 
効果額の目標 

（A） 
効果額の実績 
見込み（B） 

実績－目標 
（B）-（A） 

差額の主な理由 

１ 持続可能な行政運営を 
実現する体制の構築 ７.７ ５.６ ▲２.１ 正規職員・会計年度任用職員の 

確保（▲2.8） 
２ 適正な受益者負担と 

多様な財源の確保 ７.４ ４.７ ▲２.７ 下水道使用料改定の１年延期（▲1.9） 

３ 限りある経営資源の最適な 
配分、地域等との連携と協働 ２.０ ２.９ ０.９ 事務事業の見直し（0.3） 

４ 人口減少などに対応した 
公共施設の適正管理 ３.１ ３.３ ０.２ 学校統廃合（0.4） 

合 計 ２０．2 億円 １６.５億円 ▲３.７億円 

 

（３）主な取組の実施状況 

■ 実施した主な取組 

・本庁・支所業務の集約化・拠点化を進め、南部・北部・栃尾地域事務所を設置 
・RPA、AI-OCR、生成 AI などのデジタルツールの利活用で、定型事務や相談業務などを効率化 
・外郭団体を解散（山の暮らし再生機構、寺泊老人ホーム組合、長岡ニュータウン・センター株式会

社、えちご川口農業振興公社） 
・証明発行、事業系ごみ処理などの手数料、下水道使用料を改定 
・ふるさと納税・企業版ふるさと納税の利用拡大を図り、令和６年度の寄附は 42.6 億円 
・オンライン申請の拡充や証明書のコンビニ交付を推進し、幸町証明発行コーナー・東サービスセン

ターの廃止、総合窓口の日曜休業など、窓口サービスを最適化 
・放課後児童クラブを民間委託し、安定的な人材確保、ICT 活用での子どもの安全・安心向上を実現 
・悠久山プールの廃止など、公共施設の廃止・再編を実施 
・学校給食の共同調理場化、小中学校のプール共同利用化により、学校の効率的な管理運営を推進 

■ 予定どおり実施できなかった取組 ➡第２期プランで継続して取り組む 

・正規・会計年度任用職員を各 75 人削減する目標としたが、それぞれ 35 人、27 人の削減となった 
・スポーツ施設使用料の地域間不均衡を見直す目標としたが、今後、検討を進める公共施設全体の使

用料見直しの時期に合わせるため、見直しを延期 

（単位：億円）

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

Ａ 1,413 1,373 1,364 1,326 1,321
Ｂ 1,442 1,407 1,406 1,376 1,357
Ｃ（Ａ－Ｂ） ▲ 29 ▲ 34 ▲ 42 ▲ 50 ▲ 36

Ｅ（Ｃ＋Ｄ） ▲ 29 ▲ 32 ▲ 38 ▲ 46 ▲ 30

ア（＝ Ｅ） 29 32 38 46 30
イ 25 25 25 25 25
ウ（ア － イ） 4 7 13 21 5
前年度末残高 － ウ 81 74 61 40 35

区　　　　分

歳入

歳出

収支不足額

現行財政運営プランの取組効果額

収支不足額

財政調整基金繰入（当初予算）

   〃   年度内繰戻し

   〃   差引取崩し額

   〃   年度末残高

（下水道使用料） Ｄ 2 4 4 6

■ 高齢者 

・要介護認定率が５割を超える 85 歳以上
の人口は、2040 年頃まで増加が続く 

■ 働き手 

・生産年齢人口は、10 年後の 2035 年には
約１万６千人減少。以降、減少は加速し
続け、５年ごとに約１割ずつ減少 

■ 子ども 

・過去 10 年の出生数のトレンドが続くと、
４年後の年間出生数は 1,000 人以下に 

・小中学校の児童・生徒数は、５年後の2030
年には約 15％、10 年後の 2035 年には約
30％減少 

令和７年７月 25 日 議員協議会資料 
 総 務 部 行政管理課 
 財 務 部 財政課、財産マネジメント課 
 ＤＸ推進部 行政ＤＸ推進課 

（万人） 

【出典】2020 年：国勢調査（総務省統計局） 
2025 年―2050 年：日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計） 

（国立社会保障・人口問題研究所） 

第２期プラン最終年の人口は 

約 4.5％（１.1 万人）減 

R12 末には２５億円
を割り込み、以降も
減少に歯止めがかけ
られないおそれ 
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３ 第２期プランの策定方針                          

（１）基本方針 

大きく変化する人口構造や社会経済情勢に対応できる、強固で持続可能な行財政基盤の確立
を目指す 

（２）推進体制 

長岡市持続可能な行財政推進本部が全体を統括し、推進・調整する 

（３）計画期間 

令和８年４月から令和１３年３月までの５年間（令和８年度～12 年度） 

（４）行財政運営の視点 

○ 人口構造や社会経済情勢の変化に対応

するための行財政改革 

・効率的でスリムな行政運営と政策、コンパクトで持続可能
なまちづくり、多様な視点を活かした政策立案 

○ 経営的視点による行財政運営の強化 

・支出の削減、サービス利用への負担の適正化、長期的な視
点に立った投資の選択と集中、資産の戦略的活用 

・施策や事業の効果検証や透明化の推進 

○ 行政ＤＸの推進による市民サービスの 

向上と働き方・仕事の進め方改革の実現 

・デジタル社会を前提とした行政運営への転換、スマート行
政による利便性の高い市民サービスの実現 

・ＢＰＲ、ＤＸによる業務の手法とプロセスの見直し、効率
性と生産性の向上、働く場としての魅力を向上 

○ 公共施設の配置と運営の最適化 
・公共施設の統合・廃止・機能の複合化、インフラ老朽化へ

の対応、管理運営の包括的委託など手法の適正化 

（５）重点項目の取組方針と効果額の目標の設定 

◆ 具体的な取組の検討に当たり、重点的に見直しを行う１０の「重点項目」を設定 
◆ 「重点項目」には、見直しの基準となる「取組方針」を定め、データを活用しながら見直し
を行う 

◆ プランで目指す見直し規模の目安として、見直しによる「効果額の目標」を設定 
 

１ 職員数の削減 

＜取組方針＞ 

① 正規職員及び会計年度任用職員は、今後５年間の人口減少
率（５年間で約 4.5％）に応じて、総数を削減します 

② 業務の削減やＤⅩの推進による効率化を図り、職員の業務
時間を削減します 

＜令和 12 年度における主な目標値＞ 

・正規職員 120 人の減 
（約４.5％で 104 人＋業務効率化分） 

・会計年度任用職員 120 人の減 
（約４.5％で 94 人＋業務効率化分） 

２ ＤＸによる業務プロセスの効率化 

① 文書の電子決裁や資料のペーパーレス化、申請及び発送文
書の押印廃止を推進します 

② 生成 AI などのデジタルツールの活用により、定型業務の自
動化・効率化を図ります 

③ すべての職員がテレワークをはじめとした多様な働き方を
実施できる環境を整備します 

④ アナログ規制の見直しを進めます 

・文書の電子決裁率：80％ 
・データ入力等の定型作業が年間 1,000 件

以上ある事務の自動化率：100％ 
・職員のテレワーク実施率：50％ 
・条例・規則等の見直し率：100％ 

 

 
３ デジタル社会を前提とした行政サービス改革 

① 「行かない市役所」を推進します 
② 「待たない市役所」を推進します 
③ 収納事務のキャッシュレス対応を推進します 

・総合窓口の申請・手続のオンライン化率
（可能なもの）：100％ 

・証明書のコンビニ交付対応率：100％ 
・申請・手続のキャッシュレス対応率 

（可能なもの）：100％ 

４ 公共施設の再編  

① 既存の公共施設について、ニーズの変化や利用状況、老朽
化の程度などに基づき、総量や管理運営費の適正化を図り
ます。適正化に当たっては、地域別に特性を考慮して取り
組みます。 

② 施設の整備・更新は、管理運営費が整備・更新前の金額を
超えないようにします 

・公共建築物の市民一人当たりの管理運
営費：目標額を設定 

・公共建築物の市民一人当たりの延床面
積：目標面積を設定 

※目標値は今後設定 

５ 公共施設の管理運営手法の見直し 

① 公共施設の利用者数、利用時間等に基づき、開館日・開館
時間の適正化を図ります 

② 公共施設・インフラ施設の、包括的な管理を推進します 

・公共建築物の市民一人当たりの管理運
営費：目標額を設定 

※目標値は今後設定 

６ 使用料・手数料の見直し 

○ 受益者負担の原則に基づき、料金の算定や徴収等に係る「基
準」を策定し、維持管理費や利用実態に即した適正な料金
水準に見直します 

・維持管理費の上昇や利用実態の変動等
に相応する額 

７ 補助金・負担金の見直し 

① 補助金・負担金の交付に係る「基本的な考え方」を示し、
適正かつより透明性の高い補助金等の支出を図ります 

② 各補助金・負担金の内容を公表します 

・「基本的な考え方」に基づく見直し効果
額 

８ イベントの見直し 

○ 市主導のイベントは、効率的かつ効果的な実施手法に見直
し、民主導のイベントは、自立的な運営体制への移行を促
します 

・イベントの市費負担（人件費含む）の総
額：10％削減 

・補助額の総額：10％削減 

９ アウトソーシングの推進 

① 専門的な分野を含め定型的な業務の委託化を推進します 
② 職員の動員により対応している業務は、全部又は一部の委

託化を推進します 

・業務に係る費用の削減 
（現在の人件費－外部委託費） 

・従事職員数及び業務時間の削減 
※目標値は委託化を検討する事業ごとに設

定 

10 地域間で不均衡となっている制度の統一 

○ 市町村合併以降、地域間で不均衡となっている基準や制度
を見直します ・未調整事項の見直し率：100％ 

 


